　　　　　　　　　　　　　　　

開票事務の迅速化に向けた取組みについて
平成２３年１月１３日
広島県選挙管理委員会事務局
１　事業の目的
　○　選挙の管理執行については，市区町選管において，常に効率的執行に取り組んでいるが，多額の経費を要していることなどから，より一層の事務の見直しが求められている。

○　特に，開票事務については，行政サービスの向上という観点からも，開票結果を住民に迅速に伝えることが求められている。
○　このため，選挙における事務効率化の一環として，市町が行う開票事務の迅速化の取組みに対して支援を行う。

２　事業の概要
（１）研修会の開催（県実施。市区町選管委員，事務局職員等46名出席）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○講演（講師　早稲田大学マニフェスト研究所　中村　次席研究員）

○開票事務効率化に関する有効性調査依頼

（２）市町合同勉強会の開催（県実施。市区町選管事務局職員45名出席）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　○開票事務効率化に関する有効性調査結果報告

　　○市町意向調査依頼

○県内市町の取り組み状況報告，意見交換

（３）支援措置

　　○対象事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       
	区　　分
	内　　容
	1団体当たり支援額

	マニュアル見直し検討会議の運営
	講師派遣に係る旅費・謝金
	１０万円

	先進地調査
	平成22年執行参議選　開票事務迅速化取組み事例掲載の県外市町等への現地調査
	８万円

	開票事務リハーサルの実施
	・30名程度参加

・勤務時間外に２時間実施
	１２万円


○支援方法

県議会議員一般選挙に係る執行経費による措置（総額１８０万円）
３　事業スケジュール
	時　期
	内　　容
	市　　町

	平成22年
	10月22日
	開票事務の迅速化に関する研修会
	○開票事務マニュアルの見直し等に関する検討

○意向調査に対する回答

	
	11月17日
	市町合同勉強会
	

	
	～12月
	市町意向調査の実施
	

	
	12月～
	開票事務マニュアルの見直し等

（該当市町）

	〇見直し検討会議の開催

〇先進地調査

〇開票事務リハーサルの実施




	平成23

年
	１月
	執行経費基礎数値照会

	

	
	３月
	概算分交付
	該当市町の事務費等に加算

	
	４月

	統一地方選挙執行

	
	
	精算分照会
	実績等について報告

	
	７月
	精算分交付
	

















開票事務迅速化に関する実施予定事業の回答








